
迫りくる郊外一戸建て住宅団地の危機
ーその再生を目指す民間認証事業の必要性

東京大学高齢社会総合研究機構
辻 哲夫

1



Ⅰ、２０４０年に向けて予想される急激な危機
ーこのことをどう受け止めるか

１．日本全体が、逆ピラミッドの人口構造で人口減少
年齢別にみて、高齢者が最も大きな人口集団という構造で、しかも人口が減少する
→究極の対策は、出生率向上であるが、その前に、地域格差問題に取り組む必要

２、地域レベルでは、大きな格差（大都市圏内部、大都市圏と地方）が生ずる【生き残り競争】
（１）当面、大都市圏で生ずること

①８５歳以上が激増する（超高齢化）
②若い人は、地域によって（例えば、一定の郊外団地）は減り続ける
⇒大都市圏で団塊の世代を中心に急速に超高齢化が進む

次の段階で、一定の郊外団地は構造的な傾向として急速に衰退
➡郊外団地再生事業が必要【本日の話題の中心】

（２）実は、地方では、これと同様のことが、ゆっくりと先に進んでいる
①高齢者も既に減少傾向に入っている
②若い人の流出が進んでいる
⇒消滅自治体問題

➡郊外団地再生事業が成功すれば、その考え方は役に立つのではないか？
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日本の人口ピラミッドの変化

○ 団塊の世代が全て75歳以上になる2025年には、75歳以上の者の割合が18％になる。
○ 2040年の人口は2015年の約87％まで減少するが、65歳以上人口の割合は2015年の約1.3倍となる。
○ 2040年以降も念頭に、急増するニーズと支え手となる世代の減少を踏まえ、介護保険制度が直面する

課題への対応が必要。

0 50 100 150 200 250

100+

75

65

40

20

0

0 50 100 150 200 250

100+

75

65

40

20

0

0 50 100 150 200 250

100+

75

65

40

20

0

0 50 100 150 200 250

100+

75

65

40

20

0

0 50 100 150 200 250

100+

75

65

40

20

0

0 50 100 150 200 250

100+

75

65

40

20

0

2000年（実績） 2015年（実績） 2025年 2040年 2050年 2060年

（万人） （万人） （万人） （万人） （万人） （万人）

総人口
1億2,693万人

75歳～
901(7%)

65～74歳
1,303(10%)

40～64歳
4,371(34%)

20～39歳
3,517(28%)

～19歳
2,601(20%)

団塊ジュニア世代
（1971～1974生まれ）

団塊の世代
（1947～1949生まれ）

総人口
1億2,709万人

75歳～
1,632(13%)

65～74歳
1,755(14%)

40～64歳
4,279(34%)

20～39歳
2,844(22%)

～19歳
2,200(17%)

総人口
1億2,254万人

75歳～
2,180(18%)

65～74歳
1,497(12%)

40～64歳
4,163(34%)

20～39歳
2,471(20%)

～19歳
1,943(16%)

総人口
1億1,092万人

75歳～
2,239(20%)

65～74歳
1,681(15%)

40～64歳
3,387(31%)

20～39歳
2,155(19%)

～19歳
1,629(15%)

総人口
1億0,192万人

75歳～
2,417(24%)

65～74歳
1,424(14%)

40～64歳
2,969(29%)

20～39歳
1,904(19%)

～19歳
1,479(15%)

総人口
9,284万人

75歳～
2,387(26%)

65～74歳
1,154(12%)

40～64歳
2,731(29%)

20～39歳
1,700(18%)

～19歳
1,313(14%)
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資料：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」

2010年

2040年

都道府県別高齢化率(2010年) ×人口減少率

(2010～40年) 
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日本の高齢化の推移

将来の地域別男女5歳階級別人口（各年10月1日時点の推計人口：2015年は国勢調査による実績値）

出典 国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成30（2018）年推計）から作成

85歳以上の推移

75歳以上の推移

65歳以上の推移

2015年の年齢別人口を100とした時の増加率（％）

(2030年) 75歳以上 85歳以上
16,322,237 8,306,260

人口

(2045年) 75歳以上 85歳以上
22,766,643 9,698,466

人口

（年）
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資料：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成
25年3月推計）」

首都圏の高齢化 ： 2010→2040年 75歳以上 人口増減率
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Ⅱ、一定の郊外団地（構造的な衰退傾向に入る住宅団地）の将来の見通し

１【現状のまま】
虚弱高齢者の転出ー空き家の増加と美観、治安等の低下ー各サービスの撤退ー地価の低
下ー若い世代は寄り付かない可能性大

➡何もしなければ、すべての団地の価値が一定時期以降急速に低下

２【住宅団地再生事業の成功】
住宅団地再生事業が確実に動き始めたところは、全世代に魅力

➡人口減少下の生き残り競争となり、住宅団地再生の見通しが立った地域は比較優位によ
り新しい価値を生み出し、更に発展する可能性

➡この住宅団地再生事業の考え方は、地方（消滅自治体といわれるような地域）の再生に
も役立つ可能性



0

1

2

3

63-65 66-68 69-71 72-74 75-77 78-80 81-83 84-86 87-89

男性

0

1

2

3

63-65 66-68 69-71 72-74 75-77 78-80 81-83 84-86 87-89

(70.1%)(19.0%)

自立

手段的日常生活
動作に援助が必要

基本的＆手段的
日常生活動作に
援助が必要

死亡

出典） 秋山弘子 長寿時代の科学と社会の構想 『科学』 岩波書店, 2010

女性

(87.9%)(12.1%)

年齢

高齢者の増加と多様なパターン
ー 全国高齢者20年の追跡調査 ー

(10.9%)

年齢
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首都圏K団地の年齢別人口の推移
→高齢者(65歳以上）

高齢化率 51.8％

後期高齢者数 1,124人

総人口 4,695人

高齢者数 2,433人

6,703 人 6,150 人 5,545 人
5,062 人 4,695 人

2001年 2006年 2011年 2016年 2021年

人口推移
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Ⅲ、地域住宅団地再生事業を進めるための基本戦略と民間認証事業の構造
１、地元市町村での課題

地域再生法の住宅団地再生事業を円滑に進めることが必要
しかし、地元市町村は、個人所有不動産の塊である民間団地のどれかだけの特別扱いが困難
➡前段階の仕組みがあれば、公的な支援はしやすい

２．前段階の仕組み
（１）民間認証事業の必要性

居住希望者と団地再生に投資する事業主体と自治体にとって納得のできる団地再生の見える化
➡自治体の支援と民間投資が相まって団地の付加価値の上昇という好循環
➡日本の経済成長時代に築いた国富の保全と継受➡更には、自律分散ネットワーク型地域構造へ

（２）認証事業の前提となる団地再生事業の考え方（東京大学高齢社会総合研究機構まちづくり標準
化研究会）

①第一 ➡主力の人口を占める高齢者ができる限り元気で弱っても離れない愛着の持てる地域包
括ケアのまちづくり（高齢者が活躍し安心できるコミュニティのソフト形成）

―高齢者にふさわしい働く場、フレイル予防、在宅ケアシステム、モビリティ等
②同時並行➡空き家をできる限り作らず、愛着のあるまちを次世代に伝える

多世代共生のまちづくり（リフォーム中心のハード形成）
ー住宅改造と次世代（他人）への売渡・貸付、子育て支援機能やICT活用コワーキング

スペース等
③地域住民の意欲とコーディネイト機能が不可欠



※データ出典：H30国土交通省調査（5ha以上の住宅団地を対象）

市町村

国（内閣総理大臣）

地域再生計画

①申請

②認定

④作成 ⑤公表

地域住宅団地
再生事業計画

地
域
再
生
協
議
会③協議

【住宅団地再生によるまちの転換のイメージ】

【手続イメージ】

○建築物の整備方針に適合すれば用途地
域で規制された建築物の用途の特例許可
が可能

【計画の効果】

(2)関係者全員が一堂に会する
ことで総合的・一体的な施策
の合意形成をスピーディに

(3)事業実施に当たって
・必要な個別の手続（同意、
指定、届出等）が不要に（ワ
ンストップ化）

・許可が必要な場合、予見可
能性が向上

(1)住宅団地に限定した区域の
設定が可能

○団地再生に必要な用途地域の変更等の
都市計画の決定・変更等を本計画で実施

【具体の措置】

○介護事業者の指定みなしで事業者の申請
が不要

○有料老人ホームの知事への事前届出が
不要

○コミュニティバスの導入や物流共同化等の
事業計画の国交大臣認定を得ることで個
別の許認可・届出が不要

小学校跡にオフィス等を含む多世代
交流拠点施設を整備した事例
（春日井市高蔵寺ニュータウン）

≪従来≫ ≪今後≫

職

住

住

長距
離通
勤

郊外

都心

住

用途は住宅主体

片働き
職

郊
外

都
心

住
職

祉

住

職祉住
職

祉

可処分時間
の拡大

買い物難民

職住
育近
接

住宅団地に介護、移動・配達支援、
コワーキング等のサテライト拠点の
整備事例（三木市緑が丘地区）

○UR（都市再生機構）による市町村へのノウ
ハウ提供

【生活利便施設や就業の場、福祉施設等の
多様な用途・機能の導入例】

【住宅団地をめぐる状況、課題】
〇 住宅団地は全都道府県に約3,000団地（5ha以上）。高度成長期を中
心に大量に供給。

〇 多くの団地で、住民の高齢化が進行。空き家等の発生の懸念。
また、住居専用地域が指定され、多様な用途の立地が困難。

【高度成長期型のまちから、多世代・多機能のまちへの転換】

市町村が、区域を定めて、多様な主体と連携して住宅団地再生の
ための総合的な事業計画を作成

み き し

か す が い
し

こ う ぞ う じ

地域住宅団地再生事業の概要
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再開発

高齢者虚弱化予防対策
（フレイル予防の仕組みづくり）

高齢者生活支援対策
（生活支援システムのあるまちづくり）

高齢者活性化対策
（生きがい就労による地域活性化）

多世代共生と資産継受対策
（賃貸アパート、住替え、子育て支援）

その他重要課題
（会いたい人に会え、買い物ができるモビリティ）

地域医療、介護
体制整備【必須】

農業、子育て就労、
介護就労

地域生活交通機能等子育て、若者の居住
空家、遊休地活用
【必須】

フレイル予防
地域活性化

地域生活支援
体制整備

地域在宅医療・介護対策
（地域が一つの施設のようなまちづくり）

持続可能な住宅地の再生を目指して
超高齢社会の定常化への対応

地域不動産資源活性化

持続化

高齢者中心の街から 多世代居住の街へ
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地域包括ケア（高齢者仕様のまちづくり）基本概念
健康

【第4段階】
重度

フレイル期

◯要介護状態

【第2段階】
栄養面の
フレイル期

【第3段階】
身体面の
フレイル期

◯要支援状態

【第１段階】
社会性/心の

フレイル期生
活
習
慣
病

65        70      80  90 100 (年齢）

【栄養】
食/歯科口腔

【社会参加】
社会性・
メンタル

【運動】
身体活
動・歩く

•生活機能低下
•サルコペニア
•ロコモティブ症候群
•低栄養

•孤食
•うつ傾向
•社会参加の欠如
•ﾍﾙｽﾘﾃﾗｼｰの欠如
•（ｵｰﾗﾙﾘﾃﾗｼｰ含）

• 嚥下障害、咀嚼機能不全
• 経口摂取困難
• 運動・栄養障害
• 長期臥床

就労・社会参加 ⇔ 健康づくり・フレイル予防
生活支援（見守り・相談・食事等）

在宅介護・看護サービス

「住民による地域社会活動」
•相互の支え合い活動
•就労、ボランティア
•地域見守り・相談
•その他の生活支援
（買物、配食、ゴミ処理等）

• 各種消費活動

「社会インフラ構築 ①」
•道路・交通移動手段
（ウオーキングロード）
•公共サロン
•集会・交流・イベント
•空家対策
•防災（安心・安全都市）

「社会インフラ構築 ②」
•フレイル予防・生活支援ネット
ワーク形成

•市民サポーター育成
•地域コンセルジュ設置
•民間事業との連携
•右図拠点との連携

在宅医療体制の整備

自宅自宅

サービス付き
高齢者向け住宅

サービス付き
高齢者向け住宅

ケアハウスやマンションケアハウスやマンション
自宅自宅

アパートや高齢者住
宅

アパートや高齢者住
宅

家族

在宅拠点
在宅介護看護サービス
在宅療養支援診療所

在宅拠点
在宅介護看護サービス
在宅療養支援診療所

ICT（映像含む）
情報通信

ICT（映像含む）
情報通信

まちづくり 情
報

シ
ス

テ
ム

構
築

標準化
24時間ケアサービス24時間ケアサービス
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、

３．認証事業の構造ー詳細は別紙
（１）必要な内容

①私的所有権を持った団地住民の理解と意欲による下支え
②人口構造予測に基づくアセスメントを踏まえた団地再生事業計画（２の（２）の再生事

業の各要素のうち最低限必要な要素を満たすこと）
③団地再生事業を展開する民間主体のコンソーシアムの形成
④計画実施状況の評価

（２）必要な仕組み
①（１）の内容を満たす過程をコーディネイトできる機能（ノウハウ）
②（１）の内容を満たすマネジメント過程が合理的かつ適切であると客観的に評価す

る民間認証事業の導入
③三つの段階を念頭い置いたマネジメント基準に基づき認証

第一段階（アセスメントの実施を含めた共同体（コンソーシアム）の形成の手前まで）
第二段階（共同体（コンソーシアム）の形成と計画決定）
第三段階（実施状況の評価）



、

【別紙】

１．マネジメント基準における一定の手順

（１）基本的な考え方

①一定の目標の設定と実施の手順の計画案（９年乃至12年を想定）のたたき台を作成する
コーディネイト組織があり、そのたたき台について当該住宅団地の住民の話し合い組織が意
見を述べるという手順を経て、一定の共同体（コンソーシアム）を組織化することが必要であ
る。

②3年に1回再認証することとし、当初に認証した計画に沿って実施されているかどうか
を判断し、そうでない場合は、計画を修正するか、目標実現のめどがない場合は、認
証を取り消す。



、 （2）マネジメント基準による認証の一定の手順

①第一段階（共同体（コンソーシアム）の形成の手前まで）

ⅰ）コーディネート組織によるアセスメントの実施と計画案のたたき台の作成
当面は、2040年までを視野に入れた当該地域の人口や高齢化の予測（要介護者の予測を含

む）、
物品販売事業、介護事業、交通移動支援、空き家対策等計画案で設定された目標項目にかか
わる様々な社会資源の状況と将来に向けてのニーズ予測等についてのアセスメントが行われ、
それ に基づいて一定の目標と実施の手順（実施に当たる事業者の提案を含む）のたたき台（以
下「計画案たたき台」という）が一定の能力を持ったコーディネイト組織により作成されることが必
要である

ⅱ）まちづくりの話し合い組織の設置
地域住民を概ね代表するまちづくりの話し合い組織（以下「話合い組織」という）が設置されるこ
とが必要である

ⅲ）話し合い組織の意見の反映と透明な手続き
コーディネート組織が計画案たたき台を作成する過程において、話合い組織の意見を常
に聞き、それを反映するように努め、事業実施を担当する事業者の候補案については客
観的にみて適正に事業実施できる能力を確認するなどの透明な手順をとることを必要と
する



、ⅳ）行政指導の関与
計画案たたき台の作成の過程で、計画の実施の過程で介護事業所の指定。規制緩和等公的な手続きを必要とする
事業については、その手続きを担当する市町村等の行政の指導を仰ぎ、それを踏まえたものとすることが必要で
ある。

②第二段階（共同体（コンソーシアム）の形成と計画決定）

ⅰ）事業実施のための適正な共同体（コンソーシアム）による計画の決定
計画案たたき台が一定の熟度に達する過程で適正な規約を持った複数の主体からなる共同体（コ ン
ソーシアム））を確定し、その下で計画を決定し、それを本マネジメント基準によって認証する。

ⅱ） 共同体（コンソーシアム）の構成要件
コーディネイト組織，話し合い組織及び計画の目標実現のための事業者により構成され、事業計画の実施についての役
割分担と進め方が適正に実施できる規約を有することが必要。

(注）このマネジメント基準は、地方の小さな市町村にあってはその対象地域を市町村全域を適用対象とすることもあり得る
ので、その場合は、市町村を含むコンソーシアムも想定される。

ⅲ） 共同体（コンソーシアム）の事務局
コーディネイト組織が事務局を務めることが基本。

③第三段階（実施状況の評価）

ⅰ）実施状況の評価
原則として3年に1回再認証を行う。

ⅱ）計画の見直し又は取り消し
事業実施の過程で生じた事態に対応して計画を修正する。計画の修正では、目標が実現できなお場合は、認証を取り消
す。



Ⅳ．認証事業導入のための検討状況
１．東大研究会関係での実践状況
（１）柏市UR豊四季台団地➡地域医療福祉拠点の整備とミックストシティ構想の組み合わ

せとしての一つのモデル
（２）横浜市大和ハウス上郷ネオポリス➡民間認証事業の導入の検証作業中
２．民間認証事業の具体的スキームの検討

東京大学高齢社会総合研究機構まちづくり標準化研究会で、認証事業専門家とも協議を
開始の予定

３．国際的な動き
ISOでイギリスの多世代まちづくりガイドラインの提案がなされており、日本の対応も迫
られている



豊四季台公園（約１
ha）

＜H26.4開設＞

地域拠点ゾーン

特別養護老人ホーム
【こひつじ園】
＜H23.10開設＞

商業・利便複合施設街区

○高齢者と子育て世帯の融合するまちづくりのための在宅医療・福祉施設導入と子育て支援施設の
拡充

○住民の交流の場となる地域拠点ゾーンの整備
○優れた住環境づくりを先導する景観形成と低炭素まちづくりへの取組み

民間分譲住宅＜H24.3竣工＞

四季のみち

UR賃貸住宅（Ⅱ期）＜H27.3入居
＞

《建替後》UR賃貸住宅（Ⅰ
期）
＜H20.10、H23.9入居＞1212戸

老人いこいの家
児童センター

近隣センター

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅
【㈱学研ココファン】
＜H26.5開設＞

・小規模多機能 ・ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ
・24H訪問介護 ・居宅介護
・24H訪問看護
・在宅療養支援診療所
・診療所 ・薬局
・地域包括支援センター
・地域交流スペース
・子育て支援施設

提供：株式会社学研ココファン

新商業施設
＜計画中＞

・コミュニティ食堂 etc.

認定こども園(既存増築）
【くるみ幼稚園】
＜H26.4開設＞

柏地域医療連携センター
【柏市、三師会】
＜H26.4開設＞

・柏市 保健福祉部 地域医療推進室
・柏市 医師会、歯科医師会、

薬剤師会 事務局

民間集合
分譲住宅

民間戸建
分譲住宅

豊四季台団地再生事業の概要

ＵＲ
賃貸住宅
建設予定

≪民間住宅
予定地≫

≪着手済≫
既存ＵＲ賃貸住宅

1,240戸

植物栽培ユ
ニット（試行

実施済）

青：在宅医療関連の取組
赤：生きがい就労関連の取組

UR賃貸住宅（Ⅲ期）＜H30.3入居
＞

≪民間住宅予定地
≫

市立豊四季
保育園

（新）
豊四季保育園
（建設中）

東京大学高齢社会総合研究機構
産学連携プロジェクト（検討用資料

より）
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上郷ネオポリスまちづくりの経過

2017

2014
2015

2016

●自治会 見守りネットワーク
大和ハウス工業とまちづくり意見交換開始

●自治会と大和ハウス工業
「持続可能なまちづくり協定」締結

●自治会の各団体代表が参加する
「まちづくり委員会」立ち上がる

●まちづくり委員会･大和ハウス工業
高齢者住宅協会･大学有識者等 組成

「上郷ネオポリスまちづくり協議会」発足
●「まちづくり新聞」創刊号発行

●全住民へまちづくりに対する意見調査
「第1回全戸住民意向調査」（回答780票･88％）
●「まちづくりアイデア会議」開催
みんなでアイデアを出し合い発表

2018
2019

2020

●コンビニ併設型コミュニティ施設 建設検討
●住民による住民説明会（3回）･横浜市公聴会

●住民主体のコンビニ併設型コミュニティ施設
「野七里テラス」創設･ボランティア募集
相談窓口「和（なごみ）」テラス開設

2021
●横浜市と大和ハウス工業
「郊外戸建住宅団地の持続
可能な まちづくり協定」締結

野七里テラス
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グループホーム

小規模多機能施設

シェアハウス（※サ
高住登録）

ใ

ோ

ૺ

૦

ક

୧

住宅地全体

公共空間

認知症に
なった場合

元気なうちに

元気な
うちに

在宅ケアを
受ける

※既存住宅をシェアハ
ウスサ高住登録

リフォームして
店舗付住宅へ

リフォームして
飲食店付住宅へ

解体して
新築平屋建て新築

更
な
る
利
活
用
へ

他地域からの
移り住み

若年層：副業のできる
暮らし方（賃貸）

熟年層：夢を実現する
暮らし方（賃貸）

住替えと新たなライフスタイルによる移住のイメージ

熟年層
：ダウンサイジング
した暮らし方
（新築）
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Smart Multigenerational Neighbourhoods - Guidelines and 
Requirements【 Proposal outline】
【抜粋】
4 General design considerations for smart multigenerational neighbourhoods
• This clause sets out the key life course stages and the main human abilities, functional levels, 

social need associated with each stage that should be considered as part of any 
multigenerational approach. (editing note: for a similar example see ‘General design 
considerations’ in ISO 21542:2021.) 

5 The neighbourhood and smart multigenerational design at key spatial scales 
• This section highlights the role of the ‘neighbourhood’ as a critical spatial unit that contains all 

the main elements to support and promote multigenerational living. It briefly identifies the 
spatial scales above the neighbourhood level including the district, town, or city, while also 
outlining the scales within the neighbourhood, or the typical main components of a 
neighbourhood, including streets, blocks, sites, and buildings. Digital infrastructure (see clause 
9) and various business, service and financial models that enable and provide continued 
support for Smart Multigenerational Neighbourhoods (see clause 10) may be applicable across 
all scales or relate to one specific scale such as single building. This section illustrates the 
spatial structure and interconnected nature of the neighbourhood and demonstrates the need 
for integration and connection as part of any multigenerational approach. (editing note: diagram 
would be useful to illustrate key spatial scales) 
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